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 １．ブリッジ第１１号の発行にあたって 

ＪＡでは「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を目標とする創造的自己改革の

実践に総力を挙げて取り組んできました。「マーケットインによる生産販売」や「コスト低減対策」、

「支店別農業振興計画」などの実践を通じて、その成果が着実に積み上がってきています。しかしそ

の一方では長引く低金利政策等により、ＪＡの経営基盤そのものが危機的状況に直面しています。今

後、ＪＡでは不断の自己改革実践を支えるため、「持続可能な JA 経営基盤の確立・強化」に向けた各

種施策に取り組み、総合事業体としてより一層の機能発揮を目指してまいります。引き続きご理解と

ご協力をお願いします。 

 

A２．「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」の集計結果について 

 ＪＡグループでは自己改革への評価などに関する組合員の意思を的確に把握し、対話強化の契機と

するため、全国規模での「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」を実施しました。その集計結果がま

とまりましたのでご報告いたします。なお、当ＪＡ組合員 21,286 人の皆さまからも調査に協力い

ただきました。大変ありがとうございました。 

 

本調査を通じて組合員一人ひとりからいただいたご意見をＪＡ経営に反映し、自己改革の更

なる深化に努めてまいります。 

Vol.11(令和２年１０月) 

 発行：JAえちご上越 企画課  

 

 

自
己
改
革
へ
の
評
価 

ＪＡの必要性 

総合事業の 
継続 

農業や地域 
づくりの応援 

准組合員の 
事業利用制限 

「JAの自己改革に関する組合員調査」集計結果のご報告 
調査対象期間：平成３０年１１月～令和元年１２月 

 
調査対象者：全国の組合員（全国各ＪＡで対象とした組合員数は約６０６万人） 

 
回 収 率：６４.４％（全国約３９０万人の組合員からご回答いただきました） 

 

約７～８割が「期待している」 

 

約６割が「満足」 

 

約８割が「改善している」・「もともと良い」 
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約９割が「必要な存在だと感じる」 

約９割が「総合事業を継続すべき」 

約９割が「応援したいと感じる」 

約９割が「制限しない方がよい」 

自己改革目標の達成に向けて

重点を置く、「営農指導事業」

「販売事業」「生産購買事業」

において「改善した・もとも

と良い」など８割超の高評価

をいただきました。 

准組合員９割以上からＪＡの

事業利用や農畜産物を食べる

ことでＪＡの「地域農業振興

を応援したい」との賛同をい

ただきました。 



 

 



  



 

  



 


